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主要な経営指標等の推移（連結） （単位：百万円）

決算年月 2020年9月期 2020年3月期
連結経常収益 8,218 　 16,362 　

連結経常利益 907 　 1,182 　

親会社株主に帰属する中間純利益 775 　 ― 　

親会社株主に帰属する当期純利益 ― 796

連結中間包括利益 4,417 ―

連結包括利益 ― △2,414

連結純資産額 51,318 46,932

連結総資産額 1,277,017 　 1,155,672 　

1株当たり純資産額 2,818.12 円 2,238.13 円

1株当たり中間純利益 102.52 円 ― 円

1株当たり当期純利益 ― 円 104.85 円

潜在株式調整後1株当たり中間純利益 36.98 円 ― 円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 ― 円 41.67 円

連結自己資本比率（国内基準） 8.42 ％ 8.35 ％

（注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２．連結自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。
３．2020年１月の連結子会社設立に伴い、連結ベースについては、2020年３月期より算出しております。

業績／主要な経営指標等の推移
S e n d a i  B a n k

2020年９月期のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の
影響により、依然として厳しい状況が続いているものの、個人消
費や輸出についてはこのところ持ち直しの動きがみられました。

当行グループの営業エリアである宮城県経済につきましても、
感染症の影響により雇用に弱い動きがみられますが、個人消費及
び生産活動は緩やかな持ち直しの動きとなりました。

経済環境

仙台銀行

このような環境下において、当行では、2018年４月よりス
タートした中期経営計画（期間：2018年度～2020年度）のも
と、事業者向けの「本業支援」、個人向けの「最適提案」を二本
柱とし、「人で勝負する銀行」を発展させ、本業支援を通じて地
元の復興と地域活性化に貢献すべく、様々な施策に取り組んでお
ります。

当中間期においては、新型コロナウイルス感染症の影響が拡大
する中、当行では、「新型コロナウイルス感染症対策地元企業支
援チーム」を設置のうえ、適時適切な貸出、返済猶予等の既往債
務の条件変更など、それぞれの事業者の実情に応じた支援に取り
組んでおります。

業績面につきましては、2020年９月末における貸出金残高は
8,018億円、預金残高（譲渡性預金含む）は１兆1,958億円とな
りました。

損益面につきましては、経常収益は82億18百万円、経常費用
は73億10百万円となりました。

その結果、経常利益は９億７百万円、親会社株主に帰属する中
間純利益は７億75百万円となりました。

なお、株式会社仙台銀キャピタル＆コンサルティングは、設立
により2020年３月期より連結対象となっております。

■業績（連結）
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業績／主要な経営指標等の推移
S e n d a i  B a n k

業績面につきましては、2020年９月末における貸出金残高は
前年同月末比648億円増加の8,018億円、預金残高（譲渡性預金
含む）は前年同月末比1,406億円増加の１兆1,958億円となりま
した。

損益面につきましては、経常収益は、貸出金利息及び有価証
券利息配当金の増加により資金運用収益が増加したことに加え、
国債等債券売却益が増加したことなどから、前年同期比６億51
百万円増加の82億２百万円となりました。

一方、経常費用は、営業経費が減少したものの、国債等債券償
還損が増加したことなどから、前年同期比３億32百万円増加の
73億１百万円となりました。

この要因等により、経常利益は前年同期比３億18百万円増加
の９億１百万円、中間純利益は前年同期比３億８百万円増加の
７億49百万円となりました。

■業績（単体）

主要な経営指標等の推移（単体） （単位：百万円）

決算年月 2018年9月期 2019年9月期 2020年9月期 2019年3月期 2020年3月期

経常収益 8,188 7,551 8,202 16,189 16,362

経常利益 867 582 901 1,007 1,184

中間純利益 741 440 749 ― ―

当期純利益 ― ― ― 840 819

資本金 22,485 22,485 22,485 22,485 22,485

発行済株式総数
普通株式 7,564 千株 7,564 千株 7,564 千株 7,564 千株 7,564 千株

第Ⅰ種優先株式 20,000 千株 20,000 千株 20,000 千株 20,000 千株 20,000 千株

純資産額 51,273 49,134 51,316 49,509 46,948

総資産額 1,103,359 1,113,781 1,277,067 1,110,279 1,155,736

預金残高 931,957 926,826 1,020,699 944,916 919,525

貸出金残高 714,664 736,988 801,821 734,267 751,476

有価証券残高 294,942 247,412 300,734 282,830 257,512

1株当たり純資産額 2,812.23 円 2,529.23 円 2,817.87 円 2,579.04 円 2,240.32 円

1株当たり中間純利益 97.99 円 57.98 円 99.02 円 ― 円 ― 円

1株当たり当期純利益 ― 円 ― 円 ― 円 111.08 円 107.92 円

潜在株式調整後1株当たり中間純利益 39.20 円 22.92 円 35.74 円 ― 円 ― 円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 ― 円 ― 円 ― 円 44.44 円 42.68 円

1株当たり配当額
普通株式 19.86 円 21.84 円 4.40 円 39.72 円 25.81 円

第Ⅰ種優先株式 0.00 円 0.07 円 0.00 円 0.00 円 0.15 円

単体自己資本比率（国内基準） 8.99 ％ 8.59 ％ 8.41 ％ 8.83 ％ 8.34 ％

従業員数
（外、平均臨時従業員数）

757
（271

人
人）

756
（248

人
人）

750
（219

人
人）

744
（269

人
人）

728
（245

人
人）

（注）１．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２．単体自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内基準を採用しております。




